
















































































は「15 ～ 34 歳の非労働力人口のうち，通学，家事を行っていない者」である。したがって，仕事も求職活動もし










集計）」（2015 年）によると，雇用者（役員を除く）のうち，正規労働者の数が 3,313 万人であるの
に対し，非正規労働者の数は 1,980 万人にのぼり，働く人の 3 人に 1 人以上（37.4％）が非正規労
働者である。雇用者（役員を除く）全体に占める男女・雇用形態別の割合をみると，正規は男性が
42.9％（2,270 万人），女性が 19.7％（1,043 万人），非正規は男性が 12.0％（634 万人），女性が
























されてから 20 年以上が経ち，40 歳前後の非正規労働者が増加していることを指摘している。ここ
でさらに，35 ～ 44 歳層の非正規労働者の中でも，男性とシングル女性の非正規労働者の数・割合
がともに増加していることを明らかにした。2014 年の 35 ～ 44 歳層の女性非正規労働者数は 325
万人であるが，同研究によれば，そのうちシングル女性（配偶者との離死別を含む）の非正規労働
者数は 78 万人で，未婚女性に限った場合でも 52 万人にのぼる。2002 年のシングル女性の非正規










（2009 年度～ 2013 年度）に全国の男女共同参画センターで行われた事業について，「非正規」「シ
































規で働いている 35 ～ 44 歳のシングル女性（シングルマザーを除く）」と設定，7 人から話を聴く
ことができた。その結果，調査対象者が，厳しい経済状況の中，不本意な選択で非正規労働をして
おり，自身の健康問題や親の介護（と仕事の両立），孤立などの課題を抱えていることがわかった。
調査結果は，『非正規で働くシングル女性（35 ～ 44 歳）のニーズ・課題に関するヒアリング調査














　　 　調査時期：2015 年 10 月 3 日～ 10 月 30 日













　回答者 261 人の年齢分布は，年齢が低いほど多く，高いほど少ない傾向がみられた。年代を 5 歳
ずつ区分すると，「35 ～ 39 歳」が 88 人（33.7％），「40 ～ 44 歳」が 79 人（30.3％），「45 ～ 49 歳」
が 67 人（25.7％），「50 ～ 54 歳」が 27 人（10.3％）だった。回答者の平均年齢は 42.6 歳である。
　居住地は，首都圏の回答者が 55.9％，近畿圏が 25.7％，九州圏 9.6％，その他の地域が 8.8% だっ
た。本調査は，横浜市，大阪市，福岡市在住者を主な対象としたが，実際の回答者は，それ以外の










属性別にみると，「業務請負等」では約 6 割が「専門・技術職」，「非常勤」では約 5 割が「教育職」
だった。「パート・アルバイト」では「接客・販売」が 3 割と，他の働き方に比べて多くなっている。
　②働き方の状況
　自身の税込年収は，「200 ～ 250 万円未満」が 26.1％と最も多かった。全体を 3 区分すると「150








の比率も高くなっている。就業形態別には「契約・嘱託」で約 5 割，「派遣社員」で 4 割強が「250
万円以上」となっている。一方，「パート・アルバイト」では「150 万円未満」が 6 割を超え，年
収の低い人が多い。





イト」では，「30 ～ 40 時間未満」に次いで「20 ～ 30 時間未満」の比率が高くなっている。
　雇用契約期間は，1 年未満が 4 割を超え，「1 ～ 3 年未満」が 3 割，「3 ～ 5 年未満」が約 1 割と
なっている。雇用形態別にみると，「派遣社員」は「3 ～ 6 ヵ月未満」が 37.7％，「1 ～ 3 ヵ月」24.6％




1.75 項目）。雇用形態別にみると，「契約・嘱託」，「派遣社員」では 7 割以上が「正社員として働け
る会社がなかったから」をあげた。一方，属性別にみると，「パート・アルバイト」，年収「150 万








































全体 261 人 223 人（85.4％） 26 人（10.0％） 57 人（21.8％） 90 人（34.5％） 11 人（4.2％）
同居者あり 136 人 101 人（74.3％） 13 人（  9.6％） 52 人（38.2％） 87 人（64.0％） 6 人（4.4％）



















貸住宅」が 5 割を超え，住居費の負担別にみると，「自分が全額負担」が 4 割強，「家族が全額負













平均選択数 4.73 項目）。うち，「仕事」，「老後の生活」を 8 割以上が，「健康」を約 6 割があげ，「家
族の世話・介護」，「独身であること」を約 5 割があげた（図 5）。属性別にみると，「仕事」をあげ
た人の比率は「派遣社員」，「大学・大学院卒」，「一人暮らし」でとくに高く，「老後の生活」は，
40 歳以上でとくに高くなっている。また，年収「150 万円未満」，「パート・アルバイト」では，
「健康」をあげた人が各 7 割前後みられる。「家族の世話・介護」は 40 歳以上で半数を超え，一方













































































































　・ 「収入が少ない」が 92.5％と最も多く，9 割を超える。次いで「雇用継続（解雇・雇止め）の
不安」が 50.9％と半数。




数 1.87 項目）。「中卒・高卒・高卒相当」，年収「150 万円未満」，「パート・アルバイト」で「ハ
ローワーク」，「職業訓練」を利用した比率が他の属性に比べて高い。また，男女共同参画センター
の利用は 5.4％にとどまっていた（図 8）。






































で 50.9％，「派遣社員」で 50.8％，また，年収「150 万円未満」で 45.9％と高い。研修機会が少な
く，経験年数を重ねてもスキルが積み上げられない状況がうかがわれる。「心身がリフレッシュで















































　① 6 割が “不本意非正規”
　回答者が非正規職についている理由は「正社員として働ける会社がなかったから」が 61.7％で，
「労働力調査（詳細集計）」（2014 年）における女性の “不本意非正規” （６）（13.6％）の 5 倍近い。同
調査は単数回答であるのに対して本調査は複数回答であり，単純比較はできないものの，女性の非
正規労働者は，積極的に非正規労働を選択しているという他調査にみられる解釈とは相反する結果
となった。“不本意非正規” が 6 割と高いのは，本調査が調査対象者をシングル女性に限定したた
めと考えられる。
（６）　“不本意非正規” とは，現職の雇用形態（非正規雇用）についた主な理由が「正規の職員 ･ 従業員の仕事がない
から」と回答した者。
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　②「35 ～ 39 歳」の 7 割が “初職から非正規”
　「35 ～ 39 歳」では初職から非正規職が 70.5％と高く，「45 ～ 54 歳」の 30.9％と割合が逆転し，
世代間格差が顕著であった。
　③ 3 割が年収「150 万円未満」で，年代が上がるほど年収は低下
　回答者の 7 割が年収 250 万円未満であった。そのうち，7 割強は週 30 時間以上働いていた。ま
た，全体の 3 割（28.3％）が年収「150 万円未満」であるが，年代が上がるほど年収は下がり，「35
～ 39 歳」では 4 人に 1 人（25.0％）が，「45 ～ 54 歳」では，3 人に 1 人（34.0％）が「150 万円未
満」であった。
　④二大困難は “低収入” と “雇用継続”
　仕事に対する悩みや不安で最も多かったのは「収入が少ない」82.4％，二番目は「雇用継続（解

























































　2016 年度，協会は，内閣府男女共同参画局の「平成 28 年度地域における女性活躍推進モデル事
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業」の公募に企画提案し，審査を経て委嘱を受け，非正規職シングル女性のための支援プログラム
の開発に取り組みはじめた。具体的には，「仕事とくらしのセーフティ講座―シングル＆アラフォー
のあなたに」と題する連続講座を試行実施する予定である。当事者が抱える二大困難は「低収入」
と「雇用継続の不安」であり，収入の増加，安定した雇用につながるサポートプログラムの実施が
求められている。この連続講座はそれに応えるべく，女性の労働問題や貧困問題に見識のある支援
者や研究者等によって構成される検討委員会の意見を踏まえ，開発したものである。
　また，非正規職シングル女性のためのウェブサイトの作成も行う予定である。協会では，調査結
果や関連情報を発信するため，フェイスブックページとツイッターアカウント「非正規職シングル
女子のしごとと暮らしの研究」を立ち上げているが，ＳＮＳでは即時性はあるものの情報が集積さ
れない。当事者には，サポートプログラムや集まりに参加する時間的余裕がない人も多く，支援機
関に出向かなくても情報が得られる媒体を求める声も少なくない。非正規職シングル女性に役立つ
情報の集積と発信を目的としたサイトの構築に取り組む。
　さらに，同じ経験をしている仲間と出会い，情報を交換できる場をつくっていく支援も始めてい
く必要がある。非正規職シングル女性が置かれている状況について，周囲の人に理解してもらえな
い，相談相手がいないといった声は多く寄せられており，当事者同士の交流の場へのニーズは高
い。当事者が主体的に交流の場を作っていくことをサポートすることも，男女共同参画センターが
取り組む支援といえるだろう。
おわりに
　本調査は，「非正規職・シングル・女性」というこれまで可視化されなかった対象層に光をあて，
当事者の直面する不安定な仕事と暮らしの困難を明らかにした。と同時に，ジェンダー秩序に基づ
く雇用慣行や社会保障の不公平といった社会構造全体のゆがみも示していたといえる。
　雇用・労働の場における男女格差が大きいことから，女性の就労支援に取り組む男女共同参画セ
ンターは多い。しかし，単に女性の就労を後押しすればよいということではなく，我々が生きる社
会の構造を把握し，社会政策や労働政策の中に埋め込まれているジェンダーに自覚的であるべきで
あろう。女性のみが家事・育児・介護等のケア役割を担い，男性が主たる稼ぎ主として家計を担う
という「男性稼ぎ主モデル」，そしてそれを前提とした旧来の社会構造を問うことなく，何らかの
就労支援プログラムを実施しただけでは，根本的な課題解決にはつながらない。本調査で当事者が
望むことの一番目にあったように，社会構造の把握と改革が不可欠である。
　もちろん，この問題は男女共同参画センターのみで解決できるものではない。また，非正規職シ
ングル女性の苦しみや悩みは，当事者だけのものではなく，社会全体の問題である。本調査は，回
答者の数および居住地の範囲が限られており，非正規職シングル女性の全体像を表すまでには至ら
なかった。これを機に，社会全体でこのテーマについて考える機会が広がっていってほしい。その
ためにも，国や自治体，研究機関などによる，非正規職シングル女性の課題に迫る大規模な調査が
進んでいくこと，また多様な働き方，生き方を反映する統計資料が充実していくことを願う。
　今後も協会では，非正規職シングル女性の支援事業の開発と実施に取り組むと同時に，見えづら
非正規職シングル女性が直面する困難と社会的支援ニーズ（植野ルナ）
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い課題，女性であるがゆえの困難，そして当事者の声を社会に発信していきたいと考えている。
 （うえの・るな　公益財団法人横浜市男女共同参画推進協会）　
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